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２２－－１１－－９９  第第 66 次次国国土土利利用用計計画画のの概概要要   

 

国土利用計画は、国土利用計画法第 5 条の規定に基づいて策定されるものであり、平成 27

年に策定された第 5 次計画に次いで、令和 5 年度に新たに第 6 次計画が策定されたものであ

る。前 述 の、国 土 形 成 計 画 が国 土 状 況 の将 来 ビジョンを示 すのに対 して、国 土 利 用 計 画 は、

国土利用・管理の考え方、基本的方向を示すものであり、概ね下記の構成となっている。 

 

（1）国土の利用に関する基本構想 

国土利用の基本方針について、現状の課題を、（ア）人口減少・高齢化等を背景とした国土

の管理水準の悪化と地域社会の衰退、（イ）大規模自然災害に対する脆弱性の解消と危機へ

の対 応、（ウ）自然 環 境 や景 観等の悪 化と新たな目標 実 現 に向けた対 応、としてとりまとめ、国

土 利 用 の基 本 方 針 を「持 続 可 能 で自 然 と共 生 した国 土 利 用 ・管 理 」と特 色 づけて、具 体 的 に

は、①地 域 全 体 の利 益 を実 現 する最 適 な国 土 利 用 ・管 理 、②土 地 本 来 の災 害 リスクを踏 まえ

た賢 い国 土 利 用 ・管 理 、③健 全 な生 態 系 の確 保 によりつながる国 土 利 用 ・管 理 及 びそれらに

共 通する④国 土利 用・管 理ＤＸ、⑤多 様な主 体の参加と官 民連 携による国 土利 用・管 理の 5

点に整理している。 

図表２－１－３４は、国土交通省の HP より引用した、第 6 次国土利用計画の概要図である。 

 

（2）国土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標及びその地域別の概要 

国土の利用目的別に、下記の条件を基に規模の目標を図表２－１－３４のように設定してい

る。 

ア 計画の基準年次は令和 2 年とし、目標年次は、令和 15 年とする。 

イ 国土の利用に関して基礎的な前提となる人口と一般世帯数については、令和 15 年にお

いて、それぞれおよそ 1 億 1,800 万人、およそ 5,300 万世帯と想定する。 

ウ 国土の利用区分は、農地、森林、宅地等の地目別区分とする。 

エ 国土の利用区分ごとの規模の目標については、将来人口や各種計画等を前提とし、利

用区分別の現況と変化についての調査に基づき、利用区分別に必要な土地面積を予測

し、土地利用の実態との調整を行い、定めるものとする。 

オ 国土の利用の基本構想に基づく令和 15 年の利用区分ごとの規模の目標は、次表のと

おりである。これらの数値については、今後の経済社会の不確定さ等にかんがみ、弾力的

に理解されるべき性格のものである。 
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図表２－１－３５ 国土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２－－１１－－１１００  国国土土強強靱靱化化基基本本計計画画のの概概要要  
 

平成 25 年 12 月に「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基

本法（平成 25 年法律第 95 号）」（以下「基本法」という。）が公布・施行されてから 10 年が経過し、令和 5

年 7 月に国土強靱化基本計画の変更が閣議決定された。この計画は、国の他の計画等の指針となる、

国土強靱化に関するアンブレラ計画であり、各府省庁は国土強靱化に必要な取組を地方公共団体や民

間と連携して推進することとしている。 

図表２－１－３６は、内閣官房 HP より基本計画の概要を引用したものである。この中で、「各分野の主

な施策の推進方針」として、「9）農林水産」と「10）国土保全」に関する方針が森林分野と関連している。 

 

「農林水産」における森林に関する推進方針は概ね下記のとおりである（以下、下線は森林に関連する

部分として本調査報告において付したものである）。 

○農林水産業に係る生産基盤等について、ため池等の農業水利施設の耐震化や漁港施設の耐震

化・耐津波化、卸売市場の施設整備、農業水利施設や農道橋・林道橋・漁港施設等の老朽化対

策・保全対策、総合的な防災・減災対策を効率的に推進する。 

○森林の有する多面的機能の低下を防ぐため、地域の活動組織が実施する森林の保全管理や山村

活性化の取組を通じて、地域の防災・減災に資する山村コミュニティの維持・活性化を図る。 

○地域防災計画等に基づき、農林道等が避難路や迂回路に指定されていることを関係者間で常に共

有する。 

○大規模な山地災害等による多数の死傷者の発生を防止するため、治山対策による荒廃山地・渓流

の整備を推進し、地域の安全・安心を確保する。また、大雨や短時間強雨の発生頻度の増加、豪雪

等により、山地災害が激甚化・頻発化する傾向にあることを踏まえ、治山対策を推進する。特に、尾
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根部からの崩壊等による土砂流出量の増大、流木災害の激甚化、広域にわたる河川氾濫など災害

の発生形態の変化等に対応して、流域治水と連携しながら、山地災害危険地区等におけるきめ細

かな治山ダムの配置等により、土砂流出の抑制等を図るとともに、これらに係るハード対策と併せて

山地災害危険地区に係る情報提供等のソフト対策を一体的に実施し、地域の避難体制との連携に

よる減災効果の向上を図る。 

○豪雨災害等による林地の被害の拡大を防ぐためには、山地災害防止や水源涵養等の森林の公益

的機能の発揮が重要であることから、間伐及び主伐後の再造林を確実に実施するとともに、これらの

実施に必要な強靱で災害に強く代替路にもなる林道の開設・改良、重要インフラ周辺の森林整備を

推進する。また、地域住民と地域外関係者等が一体となった森林の保全管理や山村活性化の取組、

森林境界の明確化を通じた施業の集約化により、地域の森林の整備を行う。さらに、森林被害を防

止するための鳥獣害対策を推進する。 

○豪雨等の発生と森林の管理不足等の連鎖によって生じる山地災害の発生や森林の被害を防止する

ため、CLT 等の建築用木材についての工法の開発・普及等により供給・利用を促進し、森林の国

土保全機能の維持・発揮を推進する。 

 

「国土保全」における森林に関する推進方針は概ね下記のとおりである。 

○地震、津波、洪水、内水、高潮、豪雪、火山噴火、土砂災害や、土砂・洪水氾濫等の自然災害に対

して、河川管理施設、雨水貯留浸透施設、下水道施設、海岸保全施設、砂防設備、治山施設・保安

林の整備等のハード対策と、災害ハザードエリアからの移転等土地利用と一体となった減災対策、

調査・観測データの収集・活用、災害危険箇所の把握、災害関連情報の共有プラットホームの整

備・活用、ハザードマップの作成推進及び周知徹底、避難の実効性を高める防災意識の啓発、災

害監視体制の強化、災害発生前後の的確かつ分かりやすい情報発信・伝達、警戒避難体制整備

等のソフト対策を効率的・効果的に組み合わせ、総合的に地方公共団体を適切に支援しつつ、強

力に実施する。また、これらの対策を将来的な気候変動の影響を踏まえて効果的に実施するための

高精度な気候変動予測データの創出や、それらを活用した影響評価等を進めるとともに、社会資本

整備や土地利用に係る様々な取組の実施に当たって、民間の参入や投資の拡大も取り込みながら

グリーンインフラを波及させることにより、自然環境が有する機能の持続的発揮に努める。 

○波を減衰させ、背後地の人命や財産を高潮や津波等の災害から守る海岸の砂浜について、日々の

変化をモニタリングするとともに、予測の不確実性を見込みつつ、日本国土全体を俯瞰し、流砂系・

漂砂系の視点を持って管理を行う「予測を重視した順応的砂浜管理」を展開する。また、我が国最

南端の領土である沖ノ鳥島について、基礎データの観測・蓄積や護岸等の点検、補修等を行うなど、

同島全体の保全を図るための措置を講じる。 

 

 

 

 

 

 


